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途上国の被災農村家計は，物的資本や経済的資本へのアクセスが限られるため，災害による住宅被害は

一層深刻なものになる．これら家計の住宅再建の過程を把握し，再建を促しえる支援や活動の内容やタイ

ミングが検討されなければならない．本研究は，途上国の農村コミュニティにおける被災家計の発災直後

からの一連の居住形態の変遷実態を把握し，居住形態の移行に作用しえた要因を時系列的に明らかにする

ことを目的とする．2015 年ネパール・ゴルカ地震の被災農村家計約 120 軒を対象としたインタビュー調査

を行い，発災から約 2 年半の期間の居住形態の変遷パターンや移行を促しえた要因を特定する．個別の家

計の事例を取り上げ，避難生活や住宅再建後の生活内容の実態を把握すると共に，居住形態の移行に寄与

しえた要因を抽出する．分析の結果，およそ50パターンの居住形態の一連の変遷パターンが観察された．

そして，住民間の共助や，家畜の存在，NGO などからの資材支給，余震の終息の認知，補助金の支給な

どの多様な要因が，住宅復興過程の異なるフェーズで作用しえていたことが明らかになった．家計毎に多

様な変遷パターンが観察された一方，サンプル全体での大きなパターンも抽出された．特に，対象地域は，

おおよそ 1 年目あたりから，repaired house や rebuilt house に住み始める家計数の増加が加速した復興フェ

ーズに入っていた可能性が示唆された．そして，このフェーズは社会関係的要素（e.g., 隣人との助け合い

や友人とのつながり），物的要素（e.g., 家畜や資材支給），心理的要素（e.g., 余震の終息の認知）が順に

機能することで始動し，経済的要素（e.g., 資金の充足）によって継続している可能性が示唆された．その

一方で，unrepaired house で生活する家計数は減少しておらず格差が固定されつつある可能性も指摘した．

上記の結果は，調査対象地をはじめとした途上国の被災農村家計の住宅再建行動を促す支援や活動の在り

方をより精緻に検討するための基礎的知見となる．なお，本稿は Kotani et al. 1)の要約・和文原稿であるた

め，さらなる詳細についてはそちらを参照いただきたい． 
 

     Key Words: post-disaster housing reconstruction, rural community, the 2015 Gorkha Earthquake, in-
terview survey, alluvial diagram 

 
 
1. はじめに 
 
住宅は人々が安定的な生活を行う基盤となる（e.g., 

Smith, 1990 2); Barakat, 2003 3)）．災害によって住宅が被害を

受けると，場合によっては長期間にわたり避難所や仮設

住宅での生活を強いられる．結果，十分な生活の質を担

保できない状態が続く．特に，途上国では住宅は最も価

値がある資産である一方（Ahmed, 2011 4)），災害による
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住宅被害は先進国より甚大なものとなる （Barakat, 
2003 3)）．社会・交通インフラが未成熟であることや，

人々が災害保険を購入する金銭的余裕がなかったり，借

り入れ制約に直面していたりすることなどの理由で（横

松, 2017 5)），住宅被害が甚大になる上，住宅の修理や再

建のための資材や資金に十分にアクセス出来ないためで

ある．とりわけ，農村コミュニティはこれらの特徴がよ

り顕著なため，住宅再建に関する問題はより深刻なもの

となりうる．例えば，世界の最貧国の一つに挙げられる

ネパールでは，2015年 4月にネパール・ゴルカ地震が発

生し，農村地域を中心に 50 万軒以上の住宅が重大な被

害を受け，そのほとんどの人たちは，地震発生から 18
カ月以降においても，簡易な仮設住宅で生活し続けてい

る（Asia Foundation, 2016 6)）． 
 途上国の発災後の住宅問題に関しては，膨大な研究蓄

積が存在する．しかし，発災直後からの各家計の長期復

興過程を対象とする研究は限られる．途上国の住宅問題

の解決に資する支援の検討では，脆弱性の高い農村コミ

ュニティに着目し，各家計が，いつ，どのような要因に

適応し，住宅再建を進めたのかを理解しておくことが重

要である．そのためには，途上国の被災農村コミュニテ

ィを対象とした調査を行い，家計の居住形態の変遷を時

系列的に把握し，それを踏まえ，居住形態の改変に作用

しえた要因を明らかにする必要がある． 
 そこで，本研究は，途上国の農村コミュニティにおけ

る被災家計の発災直後からの一連の居住形態の変遷実態

を把握すること，そして，居住形態の移行に作用しえた

要因を時系列的に明らかにすることを目的とする．具体

的には，2015年ネパール・ゴルカ地震の被災農村家計の

発災から約 2年半の期間における居住形態を対象とする．

対象地域の約 120件の家計にインタビュー調査を行い，

発災からの居住形態の変遷やその理由についての回答を

収集する．このデータを基に，対象地域における居住形

態の変遷のパターンと，移行に作用しえた要因を示す．

得られた結果は，調査対象地の復興過程の評価や，調査

対象地や類似する途上国の被災農村家計の復興を促す支

援のさらなる検討に寄与する基礎的知見となる． 
以下，2 章では既往研究を整理し，本研究の位置づけ

を示す．3 章ではネパール・ゴルカ地震の概要を示すと

共に，調査の概要を示す．4 章では対象地域の居住形態

の分類を示す．5 章では居住形態の変遷のパターンと居

住形態の移行を促しえた要因を分析する．6 章では本研

究をまとめる． 
 
 

2. 既往研究の概要 
 

  途上国の被災後の住宅に関する研究の蓄積は膨大に

存在する．例えば，発災直後の避難所の確保の問題 
（Ansary et al., 2010 7); Anhorn and Khazai, 2015 8)）や，発災か

ら暫く経った後の仮設住宅の形態や供給法 （Johnson, 
2007 9); Felix et al., 2013 10), 2015 11)） に関する議論がある．そ

の他に，高級住宅再建を適切に達成するため，資源供給 
（Chang et al., 2010 12)），ガイドライン（Ahmed, 2011 4)），

住民参加 （Davidson et al., 2007 13); Ganapati and Ganapati, 
2008 14); Kitzbichler, 2011 15)），建築家の役割  （Tauber, 
2015 16)），各ステークホルダーの連携  （Rahmayati, 
2016 17)），再建に関する教育や訓練 （Opdyke et al., 2018 18)）

の在り方が議論されている． 
 しかし，長期的な居住形態の変遷を扱うものは限られ

る．Johnson et al. （2006）19) は 1999年のトルコとコロンビ

アで発生した地震を対象に，住宅供給側の団体が従った

スケジュールや供給内容を調査することを通じて，各ケ

ースにおいて被災者に提供された一連の仮設住宅や再建

住宅を示している．しかし，サプライサイドの供給体制

の議論にとどまる．各家計が具体的にどのように適応し，

居住形態を変化させたのかは明らかでない．家計サイド

の研究としては，Arlikatti and Andred （2012）20) は 2004年
スマトラ島沖地震の被災農村家計を対象に，発災から 6
カ月後と3.5年後の家のデザインや材料（e.g., 家のサイズ

や部屋数）の変化を分析している．Rafieian and Asgary 
（2013）21) は 2003年のイラン・バム地震の被災家計の住

んだ仮設住宅の種類が，住宅再建のスピードや質に与え

た影響を分析している．しかし，いずれも集計値による

議論に終始しており，各家計の居住形態の変遷の詳細は

明らかでない．その他，長期過程に着目する研究もある

が（Marcillia and Ohno, 2012 22); Barenstein, 2015 23); Sridarran et al., 
2018 24)），再建住宅に居住開始以降の適応過程に限定さ

れる．発災以降の長期の過程で，個々の被災家計がいか

に復興行動をとり居住形態を変更し住宅再建を遂げるか

を明らかにする研究の蓄積は十分でない． 
 一方，先進国, e.g., 日本やアメリカ （Quarantelli, 1995 25); 
Mitchell et al., 2012 26)）を対象とした研究にスコープを拡げ

ると，発災後からの居住形態の変遷を扱うものがある．

その中には，個々の家計の今後の住宅形態や居住地選択

の「意向」に加え（e.g., 青砥ら，2006 27); 平山ら，2012 28); 
佃ら，2017 29); 渡邊ら，2017 30)）に加え，「実際にとられ

た居住形態の変化」に着目するものがある．例えば，阪

神・淡路大震災を対象とし，林 （2001）31) は，発災から

数年の間の，いくつかの時点（i.e., 発災当日，2 ~ 4 日後，

2カ月後，数年後）における家計の居住形態（i.e., 自宅，

友人・近所，避難所，仮設住宅など）と，前時点からの

居住形態の変遷を，被災家計への大規模な調査から明ら

かにしている．福留ら （2003）32) は，復興公営住宅の入

居家計を対象に，発災から 1年の間で同様の分析を行っ

ている．その他，東日本大震災を対象とし，冨安ら 
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（2014） 33) は，仮設住宅の入居家計を対象に，発災から

入居までの期間における居住形態（i.e., 自宅や避難所，

車内・屋外など）の件数の推移を示している．ただし，

上記いずれの研究も，対象期間における家計の一連の居

住形態の変遷を扱うものではない．すなわち，林 
（2001） 31) と福留ら （2003）32) は，当該時点に特定の居

住形態をとる家計が前時点にどのような居住形態をとっ

ていたかは示しているが，前々時点以前にどのような居

住形態をとっていたかは示していない．また，冨安ら 
（2014）33) は，各居住形態の件数の推移に関心があるた

め，特定の居住形態をとる家計が，どのような居住形態

から移行したかは示していない．例外として，小川 
（2017）34) が，東日本大震災の災害公営住宅入居家計を

対象に，地震発生から災害公営住宅入居までの期間にお

ける一連の居住形態の変遷を示している．ただし，15
世帯の小規模な調査結果であり，かつ，災害公営住宅入

居家計に対象が絞られる． 
 本研究は，小規模な農村コミュニティにおいて，100
を超す家計を調査し，林 （2001）31) や福留ら （2003）32)，

冨安ら （2014）33) 同様，発災後各時点における家計の居

住形態のパターンを示す．それと同時に，小川 
（2017） 34) 同様，発災後の家計の一連の居住形態の変遷

にも着目する．このアプローチにより，ある時点で特定

の居住形態をとる家計が，当該時点以降（i.e., 次々時点

以降）にどのような居住形態をとったかについての情報

を含めた変遷パターンを把握することが可能となる．こ

のことは，特定の時点間の居住形態の移行に作用しえた

要因が，長期の居住形態の変遷に与えうる影響を理解す

ることにも役立つ．なお，上述の通り，日本国内の事例

に基づいた研究蓄積は進みつつあるが，これらの研究成

果が，他国，とりわけ，日本とは経済的条件や住環境条

件が大きく異なる途上国の農村コミュニティへ応用でき

るかは疑問が残る．つまり，途上国の被災農村コミュニ

ティにおける住宅再建に関する知見としては十分ではな

い． 
 無論，本研究で得られる知見は，調査対象地である

2015年ネパール・ゴルカ地震の被災農村家計の復興過程

や支援の実態をより詳細に理解し，今後の望ましい支援

や方策を議論する上でも重要なものになりえる．当該地

震の被災地を対象とした研究には，発災後の建物被害

（e.g., Goda et al., 2015 35); Didier et al., 2017 36); Lallemant et al., 
2017 37)）や人的被害（Paul and Ramekar, 2018 38)）の分析の

他，政府やNGOからの援助（Paul et al., 2017 39)）や出稼ぎ

人（migrants）の存在（Maharjan et al., 2016 40)）が応急，復

旧過程に与えた影響の分析や，都市部旧市街地における

コミュニティ共同による避難生活運営（サキャら，

2016 41)）の分析等がなされている．ただし，住宅再建や

居住形態の変遷を議論するものは，筆者らの知る限りほ

とんど存在しない．例外として，高ら（2016）42) は発災

直後から約半年間の住宅内での住まい方の変化や，世帯

分離の状況，仮設住宅や近隣の住宅を利用した避難期の

居住形態の変化を調査しているが，都市部を対象とする

もので，発災から半年間の短期の分析にとどまる．Daly 
et al. （2017）43) は，発災から約 2 年間の住宅再建の問題

を扱うが，都市部を対象とした調査にとどまる．He et al. 
（2018）44) は，コミュニティの vulnerability の評価を目的

に，農村コミュニティの住宅環境の調査を行うが，被災

後に集団移転を強いられた農村コミュニティに対象が絞

られている．また，地震発生から 10 カ月目までの短期

の過程を対象としている．したがって，自発的な復興に

関する知見やより長期の過程に関する知見の蓄積が十分

ではない．例えば，本研究の対象となる農村の事例では，

集団移転を強いられておらず，政府から支給された補助

金や資材を用い（World Bank, 2016 45); Asia Foundation, 
2016 6)），ある程度，自分たちで居住形態を変更可能で

あった．このような事例に対する知見は十分ではない． 
 
 
3. 調査概要 
 

(1) 2015年ネパール・ゴルカ地震と復興支援 

 2015 年 4 月 25 日にゴルカ（首都カトマンズより北西

約 80 km） を震源とし，Mw7.8の地震が発生した（Goda 
et al., 2015 35)）．余震も頻繁に発生し，2015年 5月 12日に

Mw7.3の余震が，本震の震源地より約140 km離れた場所

で起きた（Lizundia et al., 2017 46)）．これら一連の地震によ

って，8,000人強が死亡し，20,000人強が負傷した．また，

農村部を中心に，50 万戸以上の家屋が深刻な被害を受

けた（Asia Foundation, 2016 6)）. ネパールの人口の約 1/3に
相当する 800 万人が地震の影響を受けた（National Plan-
ning Commission, 2015 47)）. さらに，推定経済被害は 70 億

米ドルに及んだ（Shrestha, 2016 48)）.  
 ネパールは 1934 年に大地震を経験しているが，当時

は鎖国状態であったため，震災被害や復旧・ 復興につ

いての記録は殆どなく（e.g., サキャ・大窪, 2014 49)），政

府による防災計画はあまり進んでいなかった．今回の地

震では，防災計画の不十分さによる発災直後の政府の対

応の遅れや国内外の支援マネジメントの乏しさが問題と

して指摘された（e.g., Neupane, 2015 50)）． 
 無論，これらの問題を抱えながらも，ネパール政府や

関係機関，NPO，NGO は，様々な復旧，復興の支援を

続けている．例えば，発災直後は，Nepal Engineers’ Asso-
ciationを中心に建物被害の診断を行われ，unsafeを意味す

る red，restricted use を意味する yellow，inspected を意味す

る green のいずれかの判定がなされた（Lizundia et al, 
2017 46)）．また，国際組織もネパールに医療物資，飲食
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料，仮設住宅を提供した．だが，多くの村はアクセシビ

リティの難しさから数週間にわたり物資が届かなかった．

（Sheppard and Landry, 2016 51)）. ネパール政府は，救援金

として，本震発生 1カ月後には，葬儀や仮設住宅再建の

ための（1） emergency cash grantsを支給し，2015年 10月
からは仮設住宅での生活を向上させたり，衣服などを買

ったりするための（2） winter cash grantsを支給した（Asia 
Foundation, 2016 6)）．本震から約 1年半後には，安全な恒

久住宅での生活を始められるように Nepal Rural Housing 
Reconstruction Program （RHRP） を開始した．この救援金

は，政府が定めた建築基準を満たす住宅が造られる過程

で3度に分割して支給された （Asia Foundation, 2016 6)）. こ
の支援は，補助金や建設資材を支給し，住宅再建への住

民の積極的な関与を求める owner-driven 方式に基づくも

のである．以上の取組みをはじめ，政府やその他組織の

様々な活動により復旧や復興の加速が目指されている． 
 
(2) 調査対象地域 
 調査対象地域は， 2015 年ネパール・ゴルカ地震で被

災した，バグマティ（Bagmati）州のカーブレ・パラン

チョーク（Kavrepalanchok）郡のパナウティ市（Panauti）
のバルサリ（Balthali Valley Development Committee （VDC）
である（図-1）．この地域には，調査時点で約 850 世帯，

2,500 人が居住しており，主にタマン族により構成され

ている． バルサリは，首都カトマンズからは直線距離

で 30 km程あり，4月 25日の本震と 5月 12日の余震の各

震源地からは直線距離で 100 km 前後ある場所に位置す

る．バルサリは主に山岳地に位置し，山間部の平地や山

を切り崩して作られた棚田が存在する場所もある．棚田

での農業とヤギや水牛を中心とした牧畜業が主な産業で

図-1 調査対象地域（Balthali）の立地（本図はMinistry of Federal Affairs and General Administration 53)から提供されたものを基に作成） 

 

図-2 山間部に立地する調査対象地 

 

図-3 被災住宅 
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ある．山間部に立地するため（図-2），雨季になると道

路状態が悪化し，集落外へのアクセスが困難になる集落

もある． 震災前から電力供給や携帯電話の使用は既に

可能であったが，ガスパイプや固定電話は未だ敷設され

ていない． 
 地震による被害として，土砂崩れが起き 1週間程道路

が封鎖されたり，数週間電気が止まったり，水源が枯れ

たりする被害がインフラやライフラインに生じた．住宅

への被害に関しては，石造りやレンガ造りの住宅が多か

ったため，8 割ほどの住宅が全半壊の被害（図-3）を受

けた地区も存在する（Ministry of Federal Affairs and General 
Administration 53)）．地震による直接死は報告されていな

い（Ministry of Federal Affairs and General Administration 53)）．

なお，ネパール政府は，被災程度や応急措置の優先順位

に応じて，被災した各郡を，severe hit，crisis hit，hit with 
heavy losses，hit，slightly affected の 5 つに分類しており

（National Planning Commission, 2015 47);  Shrestha et al., 2016 48)），

バルサリの位置するカーブレ・パランチョークはcrisis hit
に分類されている． 
 被災直後から，カリタス（Caritas） （Caritas Nepal, 
2016 52)）というキリスト教系の NGO が中心となり，毛

布や食料を支給した．その他，家畜や農作物を失った

人々に対し仕事復帰のために家畜や作物の種を支給をし

たり，テントや仮設住宅（temporary houses）（図-4）建

設のための資材（e.g., プラスチックシートやトタンシー

ト（corrugated galvanized iron （CGI） sheets）を支給したり

している．政府も被災度合いに応じて住宅の修理や再建

のための補助金を支給したり，再建のための技術的指導

をしたりしている．バルサリ居住の約 850世帯の内，約

550 世帯が住宅再建補助金の受給対象となっており，調

査時点で，約 150 世帯が建設済あるいは再建中である

（Ministry of Federal Affairs and General Administration 53)）．こ

れらの支援を受けるとともに，コミュニティメンバーの

手助けを借り（図-5 と図-6），徐々に住宅の再建が進め

られている（図-7）． 
 なお，一般に，途上国の住宅再建は土地所有権（land 
ownership）の影響を強くうけることが知られている

（Fitzpatrick, 2006 54); Mitchell, 2010 55); Fitzpatrick and Compton, 
2014 56); Mitchell et al., 2017 57)）．実際，2015年ネパール・ゴ

ルカ地震の復興過程においても，土地所有権の問題が都

市部を中心に顕在化した（Jackson et al., 2016 58); Daly et al., 
2017 43); Nepal and Marasini, 2018 59)）．一方で，本調査地に

おいて，筆者らは，土地への被害状況や復興過程で問題

を抱えていた事項について補足的に質問したが，土地に

被害を受けたと回答した家計は 2%程度であり，土地に

問題を抱えていたと回答した家計は 5%程度に留まった．

図-4 トタンで作られた仮設住宅 

 

図-5 再建住宅の基礎と防湿層の建設 

 

図-7 再建住宅 

図-6 再建住宅の壁面の建設 
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自身の名義の土地に住む場合，土地に被害や問題がなけ

れば，その土地で住宅再建を行えたと考えられる．親の

名義になっている土地に子どもが住む場合もあったが，

その場合でも，親から子へ名義変更することなく，親の

同意があれば親の土地に再建を行えたようである．ただ

し，親の名義が失効していたり，親が村外にいたりする

場合には，再建がスムーズにはできなかったようである．

しかし，そのような家計数は極めて少数であり（我々の

調査では村内に 5戸程度）あった．よって，本調査地で

は居住形態の決定において土地所有権の影響は極めて限

定的であると考えられ，居住形態にのみ着目した分析が

行える． 
 
(3) 調査方法 
 2017年 11月 30日から 12月 4日，および 12月 9日か

ら 10 日に，バルサリの各家計を訪問し，地震発生以降

の居住形態やそこでの生活実態に関する半構造化インタ

ビューを行った．各家計はランダムに選ばれ，全ての家

計が調査に応じた．合計で 𝑛𝑛 = 124 家計（対象地域の

全家計の約 15%）の回答を得た．ネパール語を母語とす

る調査者が，調査票に記載の質問をネパール語で行った．

回答には一家計あたり 30 分程の時間を要した．調査票

に記載の質問項目の内，本研究に関連するものは以下の

通りである． 
 
 家計属性 

 世帯人数 
 出稼ぎ人の人数 
 学齢期の子どもの人数 
 家族構成（核家族/ 2世帯/ 3世帯以上/ その他） 
 家計代表者の職業（農家か否か） 
 家計代表者の年齢（10代以下/ 20代/ 30代/ 40代

/ 50代/ 60代/ 70代/ 80代以上） 
 

 住宅被害の状況 

 政府の被害診断（Green/Yellow/Red/Others）1 
 自身による被害の印象（Almost no damage/ Some 

damage/Very severe damage） 
 

 居住形態の変遷 

 地震発生から調査時点まで，どのような居住

形態を，いつからいつまでとっていたか（自

由回答形式）． 
 居住形態を変化させた理由は何か（自由回答

形式）． 

 
1 3章 (1)で述べた通り，Greenは inspected，Yellowは lim-
ited entry/restricted use，Redは unsafeに対応する（e.g., Hub-

 表 -1 対象地域における居住形態の分類 

居住形態 定義 
1. Open space 広場や農地の他，学校や家畜小

屋なども含み，着の身着のまま

逃げ込める居場所． 
2. Temporary house Tentsやプラスチックシート，CGI

シートによる仮設住宅であり，

資材等を用い被災後の生活を送

るために意図して作られた居場

所． 
3. Houses of relatives 
and friends 

親戚や友人の家． 

4. Unrepaired house 地震発生前から住んでいた被災

住宅．未修理の状態． 
5. Repaired house 地震発生前から住んでいた被災

住宅を修理した住宅． 
6. Rebuilt house 地震発生後に再建した住宅． 

 
 調査で得られたサンプルの内，8 割強の家計が農家で

あった．また，サンプルの内，8 割強の家計が政府の被

害診断では「yellow」か「red」のいずれかの判定を受け

た．約 3％は「green」の判定を受け，残りの家計のほと

んどは「家を見つけてもらえず，判定してもらえなかっ

た」という回答であった．住宅被害の印象では，全家計

が「some damage」か「very severe damage」のいずれかで

あると回答した． 
 
 
4. 対象地域の居住形態 
 
 本研究では，現地調査に基づいて，被災後の対象地域

における居住形態として表-1に示す 6つを定義する．以

下では，個別の家計のインタビュー内容や現地での観察

を基に， 上記分類の内，open space，temporary house，unre-
paired house，repaired/rebuilt house の各居住形態に属する

（していた）家計の住まい方の一例を示す． 
 
(1) Open spaceでの避難生活 
 発災直後に，ほとんどの家計は，広場や農地の他，

学校や家畜小屋などに避難していた．本研究では，こ

のような着の身着のまま避難した場所を「open space」
と呼ぶ．広場で避難生活を送った家計や小学校に避難

した家計の多くは，避難生活を他の家計と共同してい

た．数世帯で自主的に集まり広場で避難生活を送った

家計の中には，手近にある毛布をテントのように使い

Nepal, 2016 60); Lizundia et al., 2017 46)）．  
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ながら雨露を凌ぐ家計もいた．雨漏りや寒さなどの問

題から居住環境に不満を抱いていた一方で，集まった

近隣家計と共に調理や食事ができたり，一緒に暮らせ

安心出来たりしたと述べていた．農地に避難した家計

は，農地で採れる食物で生き延びることができたよう

であった．  
 

(2) Temporary houseでの住まい方 
調査対象地では，NGO や行政から，発災直後に毛布

やシーツ，その後にはテントやプラスチックシート，

CGI シートが支給されていた．被災家計の中には，これ

らの支給された資材や自身で被災後に購入した材料を用

いて，被災後の生活を送るために簡易な住宅を作ってい

た（e.g., 図-4 と図-8）．本研究では，これらの住宅を

「temporary house」と呼ぶ．家計の中には，資材が支給

される毎に，順次 temporary house を改変した家計も存在

した．例えば，ある家計は，発災直後に支給された毛布

を使って，自宅から 70 m 程離れた場所に簡易な住宅を

作った．そして，その 2週間後に支給されたプラスチッ

クシートで補強し，その後に支給されたCGIシートを利

用し，新たな temporary house を建設していた．自宅に残

す家畜や食物が気になり，自宅付近に temporary house を

作る傾向にあった．多数の家計が，行政からの金銭的援

助も全くないあるいは不十分なため資金的余裕がなく，

住宅修理や再建をなかなか行えなかった，あるいは，現

在も行えていないと発言していた．補助金を受給した家

計の中には，経営する商店の再建に補助金を充てたため，

自宅の再建が出来ていない家計もいた．補助金が一戸し

か対象とならないためであった． 
 
(3) Unrepaired houseでの住まい方 
 本研究では，被害の残るが未修理な住宅を「unrepaired 
house」と呼ぶ（図-3）．もう地震が来ないと思ったり，

temporary house での寒さに耐えきれなかったりしたため，

unrepaired house へ帰った家計が多かった．しかし，修理

していないので倒壊の恐怖を感じながら暮らしている家

計もいくつか存在した．また，unrepaired house で調理を

はじめとした主たる生活を行うが，就寝時の倒壊のリス

クを避けるため就寝から起床まではそれまで暮らしてい

た temporary houseで過ごす家計も存在した． 家族が高齢

であったり病気持ちであったりしたため，外へ逃げるこ

とが出来ず，発災直後から unrepaired house に住み続けた

家計も存在した．Temporary house で生活を続けた家計同

様，政府の補助金給付額が十分でなく再建できないと不

満を漏らす家計がいくらかいた．補助金を受給した家計

の中には，食料や生活必需品の購入に補助金を充てたた

め，再建の資金的余裕がないと発言するものも存在した． 
 
(4) Repaired/rebuilt houseでの住まい方  
 本研究では，発災後に修繕した住宅を「repaired house」
と呼び（図-9），新たに再建した住宅を「rebuilt house」
（図-7）と呼ぶ．行政からの補助金やコミュニティバン

ク，隣人・友人からのローンを頼りに，住宅を再建した

家計がほとんどであった．例えば，地震から約 2年後に，

行政からの補助金を受け，元の敷地からやや離れた場所

に自宅を再建した家計 （図-10）が存在した．再建以前

図-8 政府から支給された材料で作った仮設住宅 

 

図-9 修繕住宅 

 

図-10 元の敷地から少し離れた場所で再建された住宅 
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は，行政から支給されたCGIシートやプラスチックシー

トによる temporary house を自宅敷地内に建て，発災 2 週

間後からそこで生活していたため，rebuilt house が建った

ことで生活の質を大きく改善できた可能性は高い．ただ

し，この家計は，住宅再建後も，被害の残る元の

unrepaired house でも日中を一時過ごし，temporary house で
就寝から起床までを過ごす生活を続けていた．元の敷地

内で飼育する家畜 （図-11） から離れることを避けるた

めであった．また，再建の資金がなかなか手に入らず早

期に再建を開始できなかったと発言していた． 
なお，上記の様に，昼間は rebuilt houseで生活するもの

の，就寝時は temporary house に居住するというような，

同一時点で複数の居住形態をとる家計がいくつか観察さ

れた．本研究では，家計が複数の居住形態がとる場合，

当該家計はその中で最も再建度合いが高い居住形態をと

るものとして分類した 2．すなわち，先の rebuilt house と
unrepaired house と temporary houseを併用する例は，当該時

点での居住形態として表-1の「6. Rebuilt house」に分類さ

れる． 
 
 

5. 居住形態の変遷とその要因 
 
(1) 分析時点 

 本章では，前章で定義した各居住形態の変遷パターン

および変遷の要因を明らかにする．分析では，本震を起

点として次の 6 つの時点を考える．すなわち（1）地震

発生1日目，（2）5日目，（3）1カ月目，（4）1年目，

 
2 居住形態の 6つの分類において，番号が大きいものほ

ど，再建度合いが高いものと仮定した． 
3 「2年目」と「2年半目（調査時点）」を分けて設けた

理由の一つとして，3章 (1)で述べたネパール政府の再建

援助プログラム（RHRP: Rural Housing Reconstruction Pro-
gram）が開始された時期がある．このプログラムは，発

（5）2 年目，（6）2 年半目（調査時点）である．林 
（2001）31) や木村ら （2004）61)， Kimura （2007）62) は，

阪神・淡路大震災の被災者は，地震発生後10時間（約1
日目），100 時間（約 5 日目），1,000 時間（約 1 か月

目），10,000 時間（約 1 年目）という対数時間で居住地

選択に関する行動が変化することを明らかにしている．

本研究は基本的に上記の研究に従い時間間隔を設定して

いる 3． 
 本研究では，以上の時間間隔の下での居住形態の変遷

を，alluvial diagram（Brunson, 2018 63)）を用いて示す．Allu-
vial diagram を用いることで，各時点の居住形態の割合を

示せるだけでなく，各家計の居住形態が時間的に変化す

る様子も示すことができる． 
 
(2) 居住形態の変遷 

 質問項目の「地震発生から現在まで，どのような居住

形態を，いつからとっていたか（自由回答形式）」の回

答を基に作成した alluvial diagram を図-12に示す．横軸は

時点，縦軸は家計数を表す．6 つの柱は，各時点におけ

る居住形態のヒストグラムに対応する．例えば，一番左

の柱は，地震発生 1日目の各居住形態の割合を示す．各

柱の間をつなぐ層は，居住形態の変遷が同じであった家

計グループに対応する．例えば，1st dayから 1 year laterで
一番上に存在する層は，「1 日目から 1 年目までは『1. 
Open space』であり，2 年目以降は『5. Repaired house』で

あった家計集団」を意味する．図-12には 53層存在する

ため，サンプル内では 53 の変遷パターンが存在したこ

とを意味する．なお，各層の厚さは，各集団の家計数に

比例する． 
 まず，各時点の居住形態，および前の時点から当該時

点に至る変遷の特徴を，時間順に示す．  
 
 1日目の居住形態 

 1日目には，全体の 9割以上の家計が，「1. Open space」
か「2. Temporary house」のいずれかで生活をしたことが

わかる．そして，この内，過半数以上が「1. Open space」
で生活をしたこともわかる． 
 
 5日目の居住形態 

 1日目に「1. Open space」で生活をした家計の内，約1/3
が，5日目までに「2. Temporary house」を中心とした別の

災の約 1年半後から開始されており，2年目と 2年半目

で時点を分けることで，このプログラムがどのようなタ

イミングで住宅再建へ影響を与ええたかを詳細に検討で

きる．別の理由として，調査時点の居住形態は，調査者

も確認可能であり，情報が正確である．この正確性の高

い情報を利用するためにも，時点を分けた． 

図-11 被災住宅前の家畜 
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居住形態に移行する．これにより，5 日目には，前の時

点に比べ，「1. Open space」で生活する家計が減少する一

方，「2. Temporary house」で生活する家計が増加する．

結果，これら 2つの居住形態が，全体の 8割ほどを占め，

それぞれ同程度の割合で存在したことがわかる． 
 
 1カ月目の居住形態 

 5日目に「1. Open space」で生活をした家計の内，半数

以上が，1カ月目までに「2. Temporary house」を中心とし

た異なる居住形態に移行する．これにより，1 カ月目に

は，前の時点に比べ，「1. Open space」で生活する家計が

減少し，「2. Temporary house」で生活する家計が大きく

増加する．結果，「2. Temporary house」で生活する家計

数は，全期間の内 1か月目に最大となる． 
 
 1年目の居住形態 

 1カ月目に「1. Open space」で生活をした家計の内，ほ

とんど全ての家計が1年目までに「2. Temporary house」を

中心とした別の居住形態に移行する．また 1 カ月目に

「2. Temporary house」で生活をした家計の内，約 1/3が，

1 年目までに「4. Unrepaired house」，「5. Repaired house」，

「6. Rebuilt house」のいずれかに移行する．これらにより，

1年目には，前の時点に比べ「2. Temporary house」で生活

する家計がやや減少する．一方，「4. Unrepaired house」，

「5. Repaired house」，「6. Rebuilt house」のいずれかで生

活する家計が大きく増加し，全体の 4割程を占めるよう

になる． 
 
 2年目の居住形態 

 1年目に「2. Temporary house」で生活した家計の内，約

1/4 は，2 年目までに「4. Unrepaired house」，「5. Repaired 
house」，「6. Rebuilt house」のいずれかに移行する．また，

1年目に，「3. House of relatives and friends」，「4. Unrepaired 
house」，「5. Repaired house」，「6. Rebuilt house」のいず

れかで生活をする家計は，2 年目も同じ居住形態をとり

続ける．これにより，2 年目には，前の時点に比べ「2. 
Temporary house」で生活する家計が減少する．一方，「4. 
Unrepaired house」，「5. Repaired house」，「6. Rebuilt house」
のいずれかで生活する家計が増加し，全体の半数強を占

めるようになる．また，2年目には「1. Open space」で生

活する家計が存在しなくなることも確認できる． 
 
 2年半目の居住形態 

 2年目からの居住形態の移行の傾向は，1年目から2年
目への移行で観察されたものと同様である．そのため，

2年半目も，前の時点に比べ「2. Temporary house」で生活

する家計は減少し，「4. Unrepaired house」，「5. Repaired 
house」，「6. Rebuilt house」のいずれかで生活する家計は

増加し，全体の 7割程を占めるようになる． 
 
 以上から，対象地域における，居住形態の変遷のパタ

ーンは以下のように記述できる． 
 
 地震発生～1カ月未満 

 Open space と temporary house のいずれかで生活

をする家計が全体の約 8割以上を占める． 
 時間の経過と共に，open space で生活する家計

が減少する． 
 1カ月目～1年目未満 

 1 カ月未満において open space で生活していた

家計が，temporary houseで生活し始める． 
 Temporary houseで生活する家計数がピークとな

る． 
 1年目～現在（2年半） 

 Open spaceで生活する家計がほとんど存在しな

くなる． 
 時間と共に，temporary house で生活する家計数

が減少し，unrepaired house，repaired house，re-
built houseのいずれかで生活するようになる． 

 Unrepaired house，repaired house，rebuilt houseのい

ずれかで生活する家計が全体の過半数を占め

るようになる． 
 House of relatives and friends，unrepaired house，re-

paired house，rebuilt houseのいずれかで生活し始

めた家計は，その他の居住形態に移行しない． 
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図-12 居住形態の変遷を示す alluvial diagram（引用元：Kotani  et al. 1)） 

 

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集

 10



 

 

(3) 居住形態の移行の要因 
 ここでは，当該時点から次の時点への時間経過におい

て，別の居住形態への移行に影響を与えたと考えられる

要因（以下，「移行要因」と呼ぶ）を検証する．調査で

は，質問項目「居住形態の変遷」において，「居住形態

を変化させた理由は何か」（自由回答形式）を問うた．

この回答を用いることで居住形態の移行要因を示す．具

体的には，自由回答の内容で，2 家計以上から回答され

た事項を抽出することで移行要因を明らかにする． 
 この結果を示したものが，図-13 である．図-13 は，図

-12 のフローの中に，どの居住形態からどの居住形態へ

の移行に，どのような要因が影響を与えたのかを記した

図である．各要因の最後に回答数を記す．例えば，図-
13 において，1st day から 5th day の間に「1 → 2 Weather & 
Insects/Animals  (7)」とあるのは，1日目の「1. Open space」
から5日目の「2. Temporary house」の移行に，「Weather & 
Insects/Animals」という要因が影響を与えたと 7 家計が回

答したことを意味する． また，図中では，複数の時点

や複数の移行過程で抽出された移行要因を黒字以外で表

記した．以下に，各移行要因の詳細を示す． 
 
 「家畜の心配 （Concern for live stocks）」 

 この項目は，回答者の「自宅に置いてきた家畜

が心配になったため」や「家畜を守らなければな

らないため」という発言に対応する．この項目に

関連する回答が，地震発生から5日目までの期間に

おける，open spaceから temporary houseへの移行の理

由として挙げられた． 
 

 「隣人との協力 （Assistance from neighbors）」 

 この項目は，回答者の「隣人から資材や手助け

が得られたため」という発言に対応する．この項

目に関連する回答が，地震発生から5日目の期間に

おける，open spaceから temporary houseへの移行の理

由として挙げられた． 
 

 「NGO や政府からの資材支給（Material assistance 

from the government and NGOs）」（図-13ではピン

ク色で表記） 
 この項目は，回答者の「NGO や政府からテント

や CGI シートが支給されたため」という発言に対

応する．この項目に関する回答が，地震発生直後

から 1年目までの期間における open spaceから tem-
porary houseへの移行の理由として挙げられた．特に，

発災5日目から1年目には，この項目に関連する発

言が多く得られた．先述した通り，地震発生直後

（1 日目）には回答家計全体の 9 割以上の家計が

open spaceまたは temporary houseで生活をしていたが，

この内の多くの家計が，発災から1年目までの期間

における NGO や政府からの資材の支給によって， 
open spaceから temporary houseへ移行できたと考えら

れる．  
 

 「友人からの申し出 （Request from friends）」 

 この項目は，回答者の「友人から友人の家へ滞

在するよう言われたため」という発言に対応する．

この項目に関連する回答が，地震発生後から5日目

の期間における，open spaceから houses of relatives and 
friendsへの移行の理由として挙げられた．  
 

 「健康問題 （Health issues）」 

 この項目は，回答者の「自身が病気であったた

め」や「年配の家族の健康が心配になり，より住

み慣れた場所に戻りたかったため」という発言に

対応する．この項目に関連する回答が，地震発生

後から 5 日目までの期間における，open space から

unrepaired housesへの移行の理由として挙げられた．  
 
 「プライバシーの問題 （Privacy issues）」 

 この項目は，回答者の「プライバシーが欲しか

ったため」や「多くの人がいたため」という発言

に対応する．この項目に関連する回答が，地震発

生後 5日目から 1カ月目までの期間における，open 
space から temporary houses への移行の理由として挙

げられた．  
 

 「日常への回帰 （Wish to retrieve ordinary 

life）」 

 この項目は，回答者の「日常生活を取り戻した

かったため」や「農地での仕事を再開しなければ

ならなかったため」という発言に対応する．この

項目に関連する回答が，地震発生後5日目から1カ
月目までの期間における，temporary housesから unre-
paired housesへの移行の理由として挙げられた． 
 

 「余震の終息の認知（Recognition of the end of 

the aftershocks）」（図-13では青色で表記） 
 この項目は，回答者の「余震がもう来ないと思

ったため」や「地震に対する怖さが小さくなった

ため」という発言に対応する．この項目に関連す

る回答が，地震発生後1カ月目から2年目までの期

間における，temporary houseから unrepaired houseまた

は repaired houseへの移行の理由として挙げられた． 
 
 「資金の充足（Sufficient Money）」（図-13では緑

色で表記） 
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 この項目は，回答者の「修理や再建のための資

金が貯まった」や「行政からの金銭的援助が受け

られた」という発言に対応する．この項目に関連

する回答が，地震発生後 1 年目以降の，repaired 
house または rebuilt house への移行の理由として挙げ

られた．これらの家計は，temporary house からだけ

でなく，open space からも移行しており，資金が充

足することで，住環境の質を大きく改善できたと

考えられる． 
 

 「天候や害虫，害獣の問題 （Weather & In-

sects/Animals）」（図-13では赤色で表記） 
 この項目は，回答者の「寒さや雨が不快であっ

た」や「虫やトラなどへの恐怖を感じた」という

発言に対応する．この項目に関連する回答が，時

間に関係なく，open spaceあるいは temporary houseか
ら別の居住形態への移行の理由として挙げられた． 
 

上述した個別の移行要因は，概ね次のようにまとめる

ことが可能であろう． 
 「最低限の環境的条件（Minimum enviroenmental 

conditions）」：「Weather & Insects/Animals」と

「Health issues」  
 「社会関係的要素（Social relations）」：「Assis-

tance from neighbors」と「Request from friends」と「Pri-
vacy issues」 

 「物的要素 （Physical resources）」：「Concern 
for livestock」と「Material assistance from the government 
and NGOs」 

 「 正 常 な 生 活 の 希 求 （ Desire for normal 

life）」 ：「 Wish to retrieve ordinary life 」  と
「Recognition of the end of the aftershocks」 

 「経済的要素（Financial resources）」：「Suffi-
cient money」 

 詳細な議論はKotani et al. 1)の 6章に譲る． 
 

 
6. おわりに 
 
 本研究は，途上国被災農村コミュニティにおいて，

災害発生直後からの長期の居住形態の変遷を明らかに

することと，居住形態の移行に寄与しえる要因を明ら

かにすることを目的とした．本研究では，2015 年ネパ

ール・ゴルカ地震の被災農村コミュニティの約120の家

計を対象に，発災以降の居住形態やそれを変化させた

理由についてのインタビュー調査を行った．得られた

データを基に，発災から2年半後までの家計の居住形態

の変遷パターンや居住形態の移行の要因，各居住形態

での住まい方を示した． 
 結果として，各家計が，住民間の共助や，行政や

NGO からの資材の支給，余震の終息の認知，補助金の

支給といった様々な要因に適応し，多様な居住形態の変

遷を遂げていた．サンプル内では約 50 パターンもの変

遷形態が存在した．その一方で，マクロ的な変遷パター

ンも見られ，おおよそ 1 年目を過ぎるあたりから，

repaired house や rebuilt house に住み始める家計数が大きく

増加し始める復興フェーズに入っていた可能性が示唆さ

れる．この復興フェーズは，発災後以降の，社会関係的

要素（e.g., 隣人との助け合いや友人とのつながり），物

的要素（e.g., 家畜や資材支給），心理的要素（e.g., 余震

の終息の認知）が順に機能することで始動し，経済的要

素（e.g., 資金の充足）によって継続している可能性も示

唆される．ただし，復興フェーズでは，unrepaired house
に住み続ける家計も増え，格差の固定化が進みつつあっ

た．この格差解消に向けて，補助金の支給の迅速化や使

用の厳格化を伴った金銭的支援がより一層必要であるこ

とが指摘できる．以上の調査結果は，調査対象地はもち

ろんのこと，今後の被災農村コミュニティへの望ましい

支援内容を検討する上での基礎的知見として有用なもの

になるだろう． 
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